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第２期計画 事業進捗のまとめ(確定版) 

基本目標１ ふれあい、支え合い、助け合いの輪が広がる地域づくり 
 

取組 進捗状況 課題 

① 
ふれあい
交流の促
進 

市 

 地域活動団体や学校、スポーツ
団体、サロン運営ボランティア等
がふれあい交流の場や機会づく
りに取り組みました。 

 参加者の減少やメンバーの固
定化が課題となっており、若い世
代を含むより幅広い層に周知・啓
発を図る必要があります。 

社
協 

 しもつけふくしフェスタや三
世代交流事業等の実施など、関係
機関・団体と連携し、市民同士が
交流する機会を創出しました。ま
た、市民ニーズの高まりに応じ
て、サロンの運営体制の強化が図
れました。 

 地域での交流する機会につい
て周知を図り、新規参加者の増加
や実施体制のさらなる拡充を進
めるとともに、三世代交流事業に
ついて拡充していく必要があり
ます。 

② 

地域交流
の場とな
る拠点づ
くり 

市 

公民館では各種講座の実施や
サークル活動等の支援を行い、障
がい者施設では地域のイベント
をとおして障がい者の自立支援
や社会参加を促しました。 

 また、公共施設においては、利
用者が安心して利用できるよう
改修工事やサービス提供内容の
向上に取り組みました。 

 参加者の高齢化により団体の
維持が難しくなっているため、若
い世代を呼び込むための支援を
充実させる必要があります。 

また、老朽化した施設について
は、地元の意見を聞きながら適宜
修繕する必要があります。 

社
協 

 市民の福祉活動の拠点として、
コミュニティ施設や公民館など
の既存施設の活用に努めました。 

 空き施設の有効活用を進めて
市民の福祉活動のさらなる発展
を促すとともに、関係機関と連携
する必要があります。 

③ 

地域を支
え、育むコ
ミュニテ
ィづくり 

市 

 組織・団体間の連携推進に向け
たネットワーク構築や、ガイドブ
ックやオンライン等での情報発
信を通して、自治会や地域活動団
体等によるコミュニティづくり
の活動を支援しました。 

 組織・団体の自主性・自立性を
損なうことがないよう配慮しつ
つ、コミュニティづくりにかかる
取り組みの支援や、コミュニティ
活動を行う新たな人材の発掘や
育成に取り組む必要があります。 

社
協 

コミュニティ組織を中心に地

域活動の支援を行いながら、３か

所の地区社協整備に努めました。 

 各地域のコミュニティ組織や
関係機関と連携し、地区社協に対
する市民の理解が得られるよう
取り組みながら、地区社協の組織
整備・拡充をさらに進めていく必
要があります。 

④ 

支え合い
ネットワ
ークの充
実 

市 

 地域の高齢化が進む中で、ゴミ
出し等の日常生活から防災対策
まで、他分野において見守り・支
え合いのネットワークづくりに
取り組みました。 

 見守りが本当に必要な人への
周知や、避難行動要支援者名簿へ
の登録勧奨など、狭間の無いセー
フティネットの構築について、ア
ウトリーチ等を通して今後も充
実を図る必要があります。 

※この内容は、第２期計画推進委員会において確定したものです。 
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社
協 

 地域包括支援センターと連携
し生活支援体制整備事業を進め、
市民主体の有償ボランティア組
織などの新たな社会資源の開発
に繋がり、市民の困りごとの解決
に取り組みました。 

 関係団体・関係機関と連携しな
がら、市民主体の活動を促進し、
更に地域で支え合える体制づく
りを推進する必要があります。 

 

基本目標２ 安全・安心な暮らしやすいまちづくり 
 

取組 進捗状況 課題 

① 
福祉サー
ビスの充
実 

市 

 地域包括ケア体制の充実に向
け、関係機関による連携のための
会議や研修会等を開催しました。 
 また、仕事と育児の両立を支援
するファミリー・サポートセンタ
ーの活動の充実や、生活困窮者の
相談支援に取り組みました。 

 課題の多様化・複雑化により対
応が難しいケースが増加してお
り、より多くの地域資源を巻き込
んだ顔の見える関係づくりや、地
域全体で見守りを行う体制強化
に向け、関係者や関係機関との連
携を進める必要があります。 

社
協 

 在宅福祉の充実を図るべく福
祉サービスの提供や福祉用具の
貸出等を行ったほか、権利擁護や
生活福祉資金・小口貸付のニーズ
増に対応しました。 

 サービスを必要とする方が適
切な利用に結びつくことができ
るよう、関係機関との連携や制度
活用により、支援体制の拡充を図
る必要があります。 

② 
健康づく
りの推進 

市 

 市民の健康づくりの意識向上
を図るため、健康推進員及び食生
活改善推進員養成講座を実施し
ました。 
また、各種検診のネット申込み

や託児を行うことで、受診率の向
上を図りました。 

 各種検診の受診率は上昇傾向
であるが、年代を問わず健康づく
りに関心が低い方へのアプロー
チとして、健康推進員やマイレー
ジ事業等をとおして健康づくり
への意識向上を図る必要があり
ます。 

社
協 

 各地域のサロン等に出向き、地
域包括支援センターなどの関係
機関・関係団体と連携し、健康維
持のための講座開催や相談対応
を行い、健康の維持・向上に努め
ました。 

 市民の健康の維持・向上を図る
ため、引き続き地域との連携を図
りながら、各講座を広く周知し参
加を促進する必要があります。 

③ 
防犯・防災
体制の充
実 

市 

 地域が主体となった災害対策
の推進に向け、自主防災組織の組
織化や避難訓練を支援したほか、
避難にあたり支援が必要な方へ
の支援体制整備を進めました。 
 また、ボランティアによる見守
りや社会基盤の整備を通して防
犯体制の充実に取り組みました。 

 更なる地域における防災力の
強化に向け、自主防災組織の設置
や組織の活動支援を行う必要が
あります。 

社
協 

 災害ボランティアセンターの
設置訓練を実施したほか、災害発
生時には養成講座で育成したボ
ランティアと協力し運営するこ
とができました。 
また、災害時対応マニュアルを

随時見直し、新型コロナ感染症対
策を追加しました。 

 災害時に備えた取り組みを継
続して行うとともに、幅広い世代
の参加を促し、市民がお互いに助
け合える関係構築を支援する必
要があります。 
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取組 進捗状況 課題 

④ 
バリアフ
リーの推
進 

市 

 施設整備や公共交通等の移動
支援とあわせて、障がい者理解の
促進に向けた啓発の実施により、
ハード・ソフト両面からバリアフ
リーを推進しました。 

 障がい者理解の促進にあたっ
ては、市民への意識の浸透が必要
なことから、普及啓発を継続的に
推進する必要があります。 

社
協 

 広報誌等の点訳や音訳 CD を作
成し利用者に提供するとともに、
ボランティアグループの育成に
取組みました。 
また、福祉バスの運行を行いま

した。 

 誰もが安心して生活できるよ
う事業周知を行い、利用を促すと
ともに、福祉バスの運行継続のた
めの在り方について検討する必
要があります。 

⑤ 
生きがい
づくりの
支援 

市 

 生涯学習やスポーツ等の活動
をとおして交流を図りながら、生
きがいづくりにつなげる支援に
取り組みました。 

 若い世代・高齢者とも新規参加
が少ない傾向にあるため、周知・
啓発の推進や、取り組み内容の質
の向上を図る必要があります。 

社
協 

 老人クラブの活性化を支援す
るため、人材育成や団体への加入
促進を行いました。 

 生きがいづくりを行う団体が
活発な活動を展開することがで
きるよう、関係機関と連携して支
援する必要があります。 

 

 

 

基本目標３ 地域福祉を推進するためのしくみづくり 
 

取組 進捗状況 課題 

① 
相談体制
の充実 

市 

 障がい児者相談支援センター
を新たに設置したほか、生活困窮
支援・子育て支援など様々な分野
で相談支援に取り組むとともに、
民生委員児童委員や総合相談、困
りごと相談などにおいて包括的
な相談支援に取り組みました。 

 ８０５０問題、ひきこもり、Ｄ
Ｖ問題や自死の懸念があるケー
スなど解決が難しいケースがみ
られ、関係機関の連携のもと課題
解決力を高めていく必要があり
ます。 

社
協 

 生活困窮者自立支援事業にお
いて、利用者に寄り添いながら自
立に向けた相談及び支援を行い
ました。 
また、心配ごと相談や無料法律

相談など各種相談においても関
係機関と連携し相談体制の充実
を図りました。 

 関係機関と連携しながら相談
窓口の周知や問題解決に取り組
むとともに、複合的な課題やニー
ズに対応できるよう相談体制の
充実を図る必要があります。 

② 
広報・啓発
活動の強
化 

市 

 広報紙や保健福祉ガイドブッ
クの配布のほか、情報のアプリ上
への掲載等オンライン化により、
より多くの人に広報・啓発を実施
できるよう取り組んできました。 

 広報にあたっては福祉に関す
る情報を分かりやすく伝えられ
るよう取り組んできましたが、一
部分かりづらい行政用語を用い
ているものもあり、より市民の方
が理解しやすい表現とする必要
があります。 

社
協 

 社協だよりやホームページを
活用し、地域福祉に関する広報・
啓発活動を行いました。 

 情報を必要とする市民が容易
に入手できるよう、社協だよりや
ホームページの充実を図るとと
もに、最新の情報を速やかに発信
していく必要があります。 
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取組 進捗状況 課題 

③ 
福祉・人権
教育の推
進 

市 

 講演会・講座やイベントを通し
て、人権や福祉に関する意識啓発
を推進してきました。 

 講演会については、若い世代の
参加が少ないことや、参加者の固
定化が課題となっています。イベ
ントにおいては、今後も人権や虐
待防止といった地域全体で取り
組むべき課題に対する啓発を図
る必要があります。 

社
協 

 学校と連携し、ボランティア活
動の促進や福祉教育の推進を図
りました。 

 学校や市内の各種団体と連携
し、福祉教育の担い手となるボラ
ンティアや、将来の福祉を担うボ
ランティアの育成に取り組む必
要があります。 

④ 
地域リー
ダーの育
成 

市 

 ボランティア等に取り組む人
材育成を目指した講座の開催や、
生活支援コーディネーターによ
る地域への働きかけをとおして、
地域活動の核となるリーダーの
育成に取り組みました。 

 より多くの市民にまちづくり
に向けた地域活動への興味をも
ってもらえるよう、講座内容の充
実や地域における人材の発掘に
取り組む必要があります。 

社
協 

 地区社協組織の整備を進める
中で、コミュニティ組織と連携し
地域活動の担い手の発掘に取り
組みました。 

 地区社協組織の拡充を図ると
ともに、生活支援体制整備事業と
連携し、地域福祉の担い手育成と
リーダーとなる人材確保に努め
る必要があります。 

⑤ 
ボランテ
ィアの育
成 

市 

 ボランティアバンク登録者の
活動機会の創出と、市民への学習
機会の提供を図ることで、活動の
活性化に努めました。 

 生涯学習講座終了後に団体へ
の参加加入を勧めるなど、ボラン
ティア人材の確保に向けた取り
組みを進める必要があります。 

社
協 

 ボランティアセンター機能の
充実に向けて、ボランティアコー
ディネーター２名を専従で配置
するなど運営強化に努めました。 
また、ボランティア同士の連携

強化、ボランティアの担い手やリ
ーダーの育成、活動の支援に取り
組みました。 

 幅広い市民が関心を持てるよ
う講座の拡充を図るとともに、安
心して活動できるための支援に
ついても拡充させる必要があり
ます。 

 


